
令和7年度第１回
埼玉県社会教育委員会議

２．今期の検討テーマについて



検討テーマ

「社会教育人材の育成・活躍促進のための環境整備について」



１．国の社会教育に関する動き

社会教育人材の
活躍に大きな期待



２．社会教育人材の活躍促進に係る改善方策

（１）社会教育主事の配置促進について

（２）社会教育士の認知度向上や有用性の周知、活躍場所の拡大について

（３）社会教育人材のネットワーク化について

（６）継続的な学習機会の確保について

※都道府県が対象として示されている項目から引用

文部科学省通知
中央教育審議会生涯学習分科会社会教育人材部会「社会教育人材の養成及び
活躍促進の在り方について（最終まとめ）」を踏まえた対応について
（R6.7.11付け6教地推第49号）

１．国の社会教育に関する動き



社会教育主事講習の修了、または大学・短大で社会教育主事の養成に係る社会教育の科目を全て修得

社会教育主事「地域全体の学びのオーガナイザー」

学校教育（行政）をはじめ、首長部局が担う環境、福祉、防災、農山漁村振興、まちづくり等
と社会教育（行政）をつなぐこと等により、社会教育行政及び実践の取組全体を牽引し、地域
全体の社会教育振興の中核を担う。

社会教育士「各分野の専門性を様々な場に生かす学びのオーガナイザー」

現場レベルの活動において、各分野の専門性と社会教育の知見を活かしながら、
それぞれの分野を活性化させたり、その意義を深めたりする。

人と人、組織と組織をつなぐ

コーディネート能力
人々の納得を引き出す

プレゼンテーション能力

人々の力を引き出し、主体的な
参加を促す

ファシリテーション能力

教育委員会に
置かれる職種

有資格者

等

２．社会教育人材について



https://www.youtube.com/watch?v=BFWMw7Yp_jw

https://www.youtube.com/watch?v=BFWMw7Yp_jw


埼玉県第４期教育振興基本計画 P.146（施策25：社会教育の推進）
近年、地域経済の縮小や商店街の衰退、地域の伝統行事の担い手の減少などの
様々な地域課題に直面している。（中略）
社会教育には、一人一人の能力の向上、人々の「つながり」を作り出し、地域
社会の結びつきを強化する役割が期待されている。

子育て支援は
充実※１

多様な地域課題への
対応には人材育成・

活用が必要

※１ 家庭教育アドバイザーの養成・活用

３．県の社会教育に関する現状と課題





「社会教育人材の育成・活躍促進のための環境整備について」

社会教育人材の育成・活用のための環境整備について

（１）社会教育主事の配置促進について

（２）社会教育士の認知度向上や有用性の周知、活躍場所の拡大について

（３）社会教育人材のネットワーク化について

（４）継続的な学習機会の確保について

御意見をいただきたい内容

検討テーマ



社会教育主事の配置率は
埼玉県 67.8% ※１

全国平均 40.9％ ※２

１５２名

※１ 令和６年度埼玉県社会教育統計調査
※２ 令和３年度全国社会教育調査（1万人以下の町村を除く）

（１）社会教育主事の配置促進について

市町村における社会教育主事の配置状況

配置促進



※「行政」は全て市町村社会教育・生涯学習主管課の職員
「一般」は子育てNPO、学生、企業、コミュニテーソーシャルワーカー等

社会教育主事・社会教育士の
有資格者は増加傾向

有資格者は行政、学校、
公民館に多い

※対象は社会教育実践研究センターの受講者のみ、５年間で２０５名が修了

社会教育主事講習修了者数（R２～６年度）

（２）社会教育士の認知度向上や有用性の周知、活躍場所の拡大について

周知先・周知方法
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再掲

活躍場所の拡大
どのような場で
どのような立場で
どのような
ニーズがあるか

人と人、組織と組織をつなぐ

コーディネート能力

人々の納得を引き出す

プレゼンテーション能力

人々の力を引き出し、主体的な
参加を促す

ファシリテーション能力

社会教育人材の活躍の場のイメージ

（２）社会教育士の認知度向上や有用性の周知、活躍場所の拡大について

活躍の場
がない？



社会教育士のネットワーク
への関与は限定的

埼玉県市町村社会教育委員協議会
埼玉県公民館連絡協議会
埼玉県家庭教育振興協議会
埼玉県子ども会連合会 等

埼玉県社会教育主事等研究会
まなびぃカフェ（生涯学習政策研究会さいたま）
埼玉県社会教育人財プラットフォーム
○○○○・・・

民間・有志

事業の後援
研修の支援等

事業の後援

社会教育・生涯学習主管課
（社会教育主事）

社会教育関係団体

（３）社会教育人材のネットワーク化について

市町村教育委員会

生涯学習推進課
（社会教育主事）

県教育委員会

調査、情報提供、研修支援
家庭教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの派遣等※１

※１家庭教育アドバイザーは今年度から企業への派遣も実施

県内の社会教育に関するネットワーク

ネットワーク化の目的
ネットワーク上での県の役割
ネットワークの在り方・機能

生涯学習
ステーション

他課

各地域の関係社会教育団体

学校・公民館・自治会等
（社会教育士）



• 国の研修（委託事業）等

全国社会教育主事の会研修会

社会教育主事専門講座

社会教育士フォローアップ研修

• 県の研修等

教育事務所社会教育担当者会議

（社会教育の現状と課題について）

社会教育関係委員・職員研修会

（各地域ごとの課題に応じた研修）

（４）継続的な学習機会の確保について

国、県の会議・研修等

県では社会教育主事、
社会教育士向けの研修
は実施していない。

県独自の学習機会は必要か
どのような学習機会が必要か



まとめ・次回に向けて

社会教育人材の育成・活用のための環境整備について

（１）社会教育主事の配置促進について

（２）社会教育士の認知度向上や有用性の周知、活躍場所の拡大について

（３）社会教育人材のネットワーク化について

（４）継続的な学習機会の確保について

必要な調査・研究（各委員が独自に調査することも可）
協議内容に関連した御意見
それ以外の御意見
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